
退職金の一方的減額は許されない！
教授570万，課長400万，係長360万，看護師長370万!?

これでは生活設計が破綻します！

“国と同じにやっていればいい”ではない
 　 役員会は国家公務員の退職⾦金金が削減されたことをもって，それと同
率率率の削減を⼤大学法⼈人でも⾏行行わなければならないかのように説明をして
いますが、これは⼤大学法⼈人制度度を無視した暴暴論論です。
 　 役員会はこれまでも，国⽴立立⼤大学法⼈人職員の賃⾦金金は「社会⼀一般の情勢
に適合するよう定めなければならない」ことを理理由に，⼈人勧準拠，公
務員準拠でたび重なる賃下げを強⾏行行してきました。しかしこの⽂文⾔言の
ある独⽴立立⾏行行政法⼈人通則法第63条第3項は，「給与及び退職⼿手当の⽀支給
の基準は、当該独⽴立立⾏行行政法⼈人の業務の実績を考慮し、かつ、社会⼀一般
の情勢に適合したものとなるように定められなければならない」とい
うものです。まず考慮されなければならないのは「業務の実績」で
す。東北北⼤大学は法⼈人化以来，教職員の努⼒力力によって多くの外部資⾦金金を
獲得し，また病院の経営でも⼤大きな⿊黒字を⽣生み出しています。ところ
が役員会はこれを考慮するそぶりすら⾒見見せていません。法の定めに反
していますし，何よりも働く意欲を損なう態度度であり，経営者として
は失格と⾔言わざるを得ないでしょう。
 　 給与の7.8％削減でも，また，今回の退職⾦金金削減でも，国から来る
⾦金金が減るのだから仕⽅方ないという説明です。経営者として賃⾦金金を下げ
ない努⼒力力を⾏行行おうもせず，国家公務員と同じにしていればいいとまで
公⾔言しています。しかし，7.8％削減も退職⾦金金削減も，今年年度度の⼤大幅
な賃下げは，そのまま強⾏行行すると⺠民間の基準では違法性が⾼高いことは
はっきりしています。実際にいくつもの⼤大学で提訴が⾏行行われ，また今
後も提訴が予定されています。国の⾔言いなりになって法を犯すのでは
なく，是正を求めて国に働きかけるという選択肢はないのでしょう
か？経営者としての責任を⾃自覚されているでしょうか？

大学職員の退職金は高くない
 　 そもそも，東北北⼤大学職員の退職⾦金金は是正を必要とするほど⾼高くあり
ません。
 　 ⼈人事院は2010年年度度の調査に基づき，国家公務員の退職⾦金金が平均
29,503千円であるのに対し，⺠民間では25,477千円なのでこの差を埋
めるべきであるとしています。⼀一⽅方，この間の⼤大学職員の退職⾦金金平均
額は教員を含めても2,600万円程度度，職員だけならば2,200万円程度度
で（東北北⼤大学での正確な額は団体交渉で提⽰示を求めます），是正が必
要な⽔水準ではありません。
 　 国⽴立立⼤大学の時代から⼤大学職員の給与は本省省と⽐比べて10〜～15％も低
く，これは法⼈人化後もほとんど変わりません。つまり⼈人事院の調査の
対象となる「国家公務員の給与⽔水準」は，法⼈人化によって⼤大学職員な
どが抜けたことで⾼高額化したことになります。霞ヶ関官僚僚の給与を⺠民
間と⽐比較し、その結果を，もともと賃⾦金金の低い⼤大学職員に適⽤用すると
いうのは，どう考えても不不合理理であり，不不公正です。
 　 通則法は，法⼈人の賃⾦金金⽔水準が⺠民間と⽐比べて著しく⾼高くあってはなら
ないことを定めているのであり，国家公務員に準じて上げ下げすべき
などとは⾔言っていません。

これほど大規模な減額は生活設計を破壊する
 　 退職⾦金金は賃⾦金金の⼀一部であり，あらかじめこれを織り込んで⽣生活設計
を⾏行行うのは当たり前のことです。それが２割近くも減らされては，そ
もそも⽣生活設計が成り⽴立立ちません。住宅宅，教育，⽼老老後の⽣生活など⼈人⽣生
の⼤大きな設計に重⼤大な障害が⽣生ずることは明らかです。
 　 また，35年年勤務の教授の退職⾦金金が3000万円を⼤大きく割り込むよう
では，誰が⼤大学に残りたいと思うでしょうか。現在だけではなく，将
来の⼤大学の活⼒力力を⼤大きく奪うことになるでしょう。

退職金の不利益遡及はできない
 　 ⺠民間労働法制では退職⾦金金がそれまでの労働の対償である賃⾦金金の後払
的な性格を有することは広く認められています。したがって、退職⾦金金
に関する就業規則を改訂した場合にも，就業規則改定以前にさかのぼ
ってこれを適⽤用することはできません。
 　 三国ハイヤー事件，朝⽇日海上⽕火災（⾼高⽥田）事件，みちのく銀⾏行行事件
など，退職⾦金金の⼀一⽅方的減額の有効性が争われた事件で，最⾼高裁は，不不
利利益変更更直前に退職した場合に⽀支払われたはずの⾦金金額が，既得の賃⾦金金
債権として発⽣生しており，これは侵害してはならないという判断を⽰示
しています。
 　 つまり，来年年３⽉月に退職する職員の退職⾦金金は，そのほとんどが既に
確定した⾦金金額であり，これを⼤大幅に削減することはできないのです。
また，それ以外の職員の場合でも，就業規則改訂⽇日以前の年年⽉月につい
ては従来通りの104/100の調整率率率を適⽤用し，改訂⽇日以降降にのみ削減さ
れた⽐比率率率が適⽤用されなければなりません。
 　実際に富⼭山⼤大学では，経営側が社会保険労務⼠士に意⾒見見を聞いたうえ
で，不不利利益遡及はできないことを認めており，この分の⾦金金額を国に要
請するために⾏行行動を起こすとしています。

東北大学職員組合は要求します
 　 合理理的な理理由のない退職⾦金金の⼤大幅削減はおこなうべきではありませ
ん。
 　 退職⾦金金の財源は，⼀一般の運営費交付⾦金金とは別に特殊要因運営費交付
⾦金金として措置されるとのことです。であるならば，国に対して，この
削減を⾏行行うと，通則法の定める「社会⼀一般の情勢」から（下⽅方に）逸
脱すること，また公務員と異異なり労働法制下では退職⾦金金の不不利利益遡及
はできないことを訴えて，この減額を⾏行行わないよう要請を⾏行行うのが，
まずは当然の対応であろうと思われます。同じ問題は全国の国⽴立立⼤大学
法⼈人が抱えているわけですから，国⼤大協としても⾏行行動すべきでありま
しょう。
 　 また，国からの減額が⾏行行われたとしても，⼤大学として独⾃自にこれを
補填することは可能ですし，その財源もあるのではないでしょうか。
減額分は本学の年年間予算に⽐比して⾼高々1％に満たないはずです。東北北
⼤大学のここ数年年の決算⿊黒字額は削減分を⼗十分カバーできる額となって
いるのではないでしょうか。
 　 そもそも，こうした基礎的な経営指標を⽰示さずに減額を提案するこ
と⾃自体が，通則法の定めた「業務の実績」をまったく考慮しない，法
から逸脱した態度度です。

東北大学の教員，職員の皆さん
 　 今回の⼤大幅な労働条件切切り下げには合理理的な理理由がありません。こ
れを阻⽌止するために組合に⼒力力をお貸しください。
 　 労働基本法と労働契約法に基づく労働法制下では，労使の⼒力力関係が
労働条件を決めます。労働者の⼒力力が弱ければ経営陣の⾔言いなりに条件
が改悪されていきますが，労働側の⼒力力が強ければこれを押し戻すこと
ができます。法制度度は労働組合と経営陣が対等に交渉を⾏行行うことを前
提に成り⽴立立っています。組合に⼒力力を集めて，理理不不尽な仕打ちに対抗し
ましょう。

東 北 大 学 職 員 組 合
2012年12月21日
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